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「 .1 理由の不備」で処分が取り消される !?

　行政庁は、個々の行政処分をする際、原則として、その処分をする理由を

相手方に示さなければなりません（行政手続法 8条、14 条）。これを「理由の提示」

といいます。「提示」という言葉を使うのは、相手方に処分の理由を示す方

法として、書面に記載するのではなく、口頭で説明することが認められる場

合があるからです。しかし、本章で取り上げる課税処分については、例えば

所得税法 155 条 2 項が「通知書に…理由を附記しなければならない」と定め

るように、書面に記載することが求められており、学説や判例も、それを前

提に展開してきましたから、本書では、伝統的に用いられてきた「理由付記」

という言葉を用いて説明することにします。

　行政処分が違法に行われた場合、裁判所は、それを取り消す旨の判決を下

すことになります。この場合の違法とは、処分それ自体が、その根拠となる

法令が定めている要件（実体的要件）を欠く場合のみを意味するものではあ

りません。所得税法 155 条 2 項が理由付記を義務付けているように、処分を

するための手続が法令に定められている場合、それを怠ってなされた処分は、

法令の定める要件（手続的要件）を欠くものとして違法となります。ただし、

この手続的要件については、軽微なものから重大なものまで様々ですので、

実体的要件と異なり、それを満たしていないことが処分の取消事由となるか

どうか、必ずしも明らかではありません。

　手続的要件の不備（手続的瑕疵）が処分の取消事由となるかどうかについ

ては、次の 2つの考え方が主張されています。

①  　手続的瑕疵があるからといって処分は直ちに違法とはならず、その手続

的瑕疵が処分の結論に影響を及ぼすような場合に限り取消事由となるとい

う考え方。

② 　行政活動における手続的統制の意義を重視し、手続的瑕疵は原則として

処分の違法事由となるという考え方。

　どちらの考え方も説得的ですが、最高裁は、基本的には上記①の考えを採

行政処分が違法である場合、裁判所はその処分を取り消す旨の判

決をします。この取消事由には、大きく分けて、処分の内容そのも

のが違法である場合（実体的瑕疵）と、処分の手続に違法がある場

合（手続的瑕疵）があります。近年の裁判所は、以前に比べ、手続

的瑕疵についても厳しい態度を示すようになっています。

手続的瑕疵が処分の取消事由となるもっとも典型的な例が、本章

と次章で取り上げる「理由の不備」です。行政の手続を定めた行政

手続法や個々の法令により、行政庁は、処分にあたり、原則として

相手方に処分の理由を示すこと（理由の提示）が義務付けられてい

ます。そして、理由が提示されていない場合はもちろん、提示され

た理由が不十分である場合にも、理由に不備があるとして、処分が

取り消されることがあるのです。

特に、税金に関する処分（課税処分）については、たとえ処分そ

れ自体に実体的瑕疵がなくとも、理由の不備という手続的瑕疵が処

分の取消事由となるという考え方が、古くから裁判所によって確立

されてきました。本章では、この課税処分を取り上げ、行政処分に

おける理由付記制度の意義や、どのような場合に理由に不備がある

とされるのかについて解説します。

理由の不備で処分が取り消される !?
～課税処分が取り消されるとき～ 田 中　良 弘
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（4）控訴審判決（東京高判平成 26年 2月 19日）

　ア　判断

各請求に対する判決主文は次の表のとおりです。

請求 原告適格（訴訟要件） 本案の判断

① ×：原告適格なし なし

② ×：原告適格なし なし

③ ×：原告適格なし なし

④ 〇 ×：請求を棄却する

⑤ ×：出訴期間徒過 なし

⑥ 〇 ×：請求を棄却する

⑦ 〇 不利益変更禁止（民事訴訟法 307 条
ただし書）

⑧ 〇 同上

　イ　判決概要

控訴審判決は、第一審の判決が示した原告適格の判断を維持しながらも、

⑦および⑧の請求についても原告適格を認めました。その理由は次のとおり

です。

この訴訟の原告らは成田空港線ではなく北総線を利用する沿線住民である

ところ、日常的に北総線を利用するに際して、直接に京成電鉄に対して旅客

運賃を支払っているわけではありませんでした。しかしながら、そのような

仕組みは、「京成電鉄運賃上限認可処分に係る旅客運賃上限の額が北総運賃

変更認可処分に係る旅客運賃の額と同じであり、京成電鉄が上記区間の旅客

運賃の額をこの額とする届出をしたことを前提として、事務処理の便宜から

…北総鉄道が一元的に行うこととした」として、日常的に北総区間の鉄道を

利用している者は、北総運賃変更認可処分とともに京成運賃上限認可処分の

取消しの訴えについても原告適格を有すると判断しています。

■第一審と控訴審の比較

請求
原告適格（訴訟要件） 本案の判断

第一審 控訴審 第一審 控訴審

① ×：原告適格なし ×：原告適格なし なし なし

② ×：原告適格なし ×：原告適格なし なし なし

③ ×：原告適格なし ×：原告適格なし なし なし

④ 〇 〇 ×：請求を棄却する ×：請求を棄却する

⑤ ×：出訴期間徒過 ×：出訴期間徒過 なし なし

⑥ 〇 〇 ×：請求を棄却する ×：請求を棄却する

⑦ ×：原告適格なし 〇 なし 不利益変更禁止

⑧ ×：原告適格なし 〇 なし 不利益変更禁止

※請求の①から⑧は を参照
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冒頭で述べたとおり、私企業が顧客その他関係会社等と紛争に発展したと

き、単なる民事紛争であれば、民事訴訟その他の裁判上あるいは裁判外手続

によって解決すればよく、また法的効果が波及することはありません。それ

までどおり事業を継続することが可能です。しかし、一度、その事業の基と

なる許認可が争われる事態となったときは、当該事業、ひいては会社経営に

非常に大きな影響を及ぼす可能性があります。行政事件訴訟法 9条に 2項が

加わり、原告適格の判断については様々な要素を検討することを法律が求め

るようになっています。その結果、原告適格が認められる範囲が拡大する傾

向にあるとの指摘もあります。

いつ、いかなるきっかけで行政訴訟が提起されるかはわかりません。訴訟

提起がされたところで、原告は第三者であることから、本案である許認可の

違法性の問題にはなり得ないと楽観視することができない時代に突入してい

るといえます。監督行政庁による許認可に基づいて事業を行っている私企業

としては、どのような場合に処分される可能性があるのか、許認可の根拠と

なる法令を十分に分析し、あらかじめリスクを排除しておく必要があるで

しょう。
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